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米国の物価変動会計に関する
記述情報について
明神信夫
I. はじめに
アメリカにおいて， 1976年にSECが会計連続通牒第190号I)を発表して以
来，途中で要求の主体がSECから財務会計基準審議会(FASB)へと変わっ
たものの， 1986年にFASB基準書第89号が出されるまでの約10年間， 主要
財務諸表に対する補足情報として物価変動会計情報を開示することが一定規
模以上の企業に対して義務づけられていた2)。 この物価変動会計情報には，
1) Accounting Series Release No. 190, "Notice of Adoption of Amendments 
to Regulation S-X Requiring Disclosure of Certain Replacements Cost 
Data," March 23, 1976. 
2) FASBが発表した物価変動会計情報に関する主要な基準書は次の通りである。
1979年9月 FASB基準書第33号『財務報告と物価変動」※
この基準書は，一定の大規模公開企業に対し，一般物価上昇及び特定の資産
にかかわる価格変動の双方（歴史的原価／恒常ドル基準による情報とカレント
• コスト基準による情報）を，財務報告の中で補足的情報として開示すること
を要求した。 • 
1979年12月25日以降に終了する事業年度より発効。ただし， 1980年12月25日
前に終了する事業年度のカレント・コスト基準に基づく情報の開示は，一年の
延期が認められていた。
※ FASB, Statement of Financial Accounting Standards No. 33, F: 加incial
Repor血 'Ifa叫 Ch畑 gingPrices, September 1979. 
1982年12月 FASB基準書第70号「財務報告と物価変動：外貨換算 (FASB基準書
第33号の改訂）」※
船 (124) 第 37巻第 2 号
金額データが記載されている明細表のほかに，詳細な記述情報が記載されて
いた。この記述情報とは，金額データの背景説明や算定方法などに関して記
述された文章であり，金額データを記載した朋細表の限界を補い，財務報告
をヨリ有用にする機能を果たすものであると考えられている3)。
本稿では，この物価変動会計情報が株主宛年次報告書において一般的に登
場した1979年から1985年までの間の米国自動車産業のビッグスリーであるゼ
ネラル・モーターズ社（以下GMと略称），フォード・モーター社（以下フ
ォードと略称）そしてクライスラー社を対象として，この株主宛年次報告書
に記載された物価変動会計情報の記述情報について検討を加えることを目的
FASB基準書第52号「外貨換算」は， 基準書第8号を失効させて企業の基
本財務諸表を作成するに際しての外貨表示財務諸表の換算要件を改訂した。本
基準書では，この改訂により必要となった基準書第33号の改訂を行ったもの。
米国ドル以外の機能通貨で営業活動の重要部分を測定する企業は，恒常ドル
情報を開示する必要はないと規定された。
1982年12月15日以降に終了する事業年度より発効。
※ FASB, Statement of Financial Accounting Standards No. 70, Financial 
Repor血:gand Changing Prices : Forei_印 CurrencyTr⑰ slati暉 (anamend-
ment of FASB Statement No. 33), December 1982; 
198坪 11月 FASB基準書第82号『財務報告と物価変動：特定開示項目の除外(FASB
基準書第33号の改訂）』※
本基準書は， FASB基準書第33号から， 歴史的原価／恒常ドル基準に基づく
情報を要求する規定を削除することを要求した。
1984年12月15日以降に終了する事業年度より発効。
※ FASB, Statement of Financial Accounting Standards No. 82, Financial 
Reporting and Changing Prices: Elimination of Certain Disclosures, (an 
amendment of FASB Statement No. 33), November 1984. 
1986年12月 FASB基準書第89号「財務報告と物価変動』※
本基準書では，当該補足的情報の開示は要求されないが，奨励されると規定
し，当該情報の開示は任意となった。
1986年12月3日以降に発表される財務報告書に対して発効。
※ FASB, Statement of'Financial Accounting Standards No. 89, Financial 
Reporting and Changing Prices, December 19_86. 
3)平松ー大著「年次報告書会計』（中央経済社，昭和61年3月刊） 108頁。
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とするものである4)。すなわち，記述情報を株主に対してどのような内容で，
どの程度の開示を行ったのか，とりわけ物価の高騰の激しい時期から鎮静化
した時期へと変化した経済的環境の下で，記述情報がどのように変化したの
か，そこにどのような問題が生じているのかについて検討するものである。
I. 物価変動会計情報に関する記述情報の単語数の
推移について
物価変動会計情報に関する記述情報の内容について検討する前に，記述情
報の量的な概銀・推移を探ることを目的として作成したのが，図表 1である。
この図表は， GM, フォードそしてクライスラー 3社の79年から 85年までの
図表1 GM, フォード，クライスラーの物価変動
会計情報の単語数の変化
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4) General Motors Corporation, GENERAL MOTORS ANNUAL REPORT, 
1979-1985. 
Ford Motor Company, Ford Annual Re抄rt,1979-1985. 
Chrysler Corporation, Re加rtTo Shareholders, For The Year Ended Decem-
ber 31, 1979-1985. 
なお，各社の年次報告書の中の物価変動会計情報の記載場所については，本稿の
付録1~3に記載している。
50(126) 
?
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株主宛年次報告書に記載された物価変動会計情報の記述情報として用いられ
た英語の単語数を比較したものである。これによると， GMの場合， 79年の
単語数は 1,481であったものが85年には 396にまで減少している。フォード
の場合も GMほどではないけれども， 1,030からその約半分の545にまで減
少している。最も変化の少なかったのがクライスラーであるが， そのクライ
スラーでさえも減少の傾向を示している。
このように，時の経過とともに物価変動会計情報の記述量が減少していっ
当初は各会社を比較すると記述量に大きなていることが判明する。 しかも，
差があったにもかかわらず，最終の85年には各会社ほぼ同じ程度の記述量に
なっていることが判明する。
のかを，
そこで次に，
これも単語数に基づいて調査したのが図表2~4である。 GMの場
この記述量の減少が記述情報のどの個所において生じている
合，図表 1から， 84年に記述量が大きく減少していることが判明するが，図
表2からは，この原因として恒常ドルに関する記述が， 84年から行われなく
なったことであると判明する。これは， 1984年11月に発表された基準書第82
号に基づいて，恒常ドル情報を記載する必要がなくなったことによるもので
図表2
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ある。またこの年に，原価について記述していた文章（取得原価主義会計の
目的や限界）も同時に記載することをやめている。そのほかに前文の個所
（企業に及ぽすインフレの影響，基準書の内容等を記載），要約の個所，脚注
の個所も年度を経るにしたがい， しだいに減少していっていることが判明す
る。
一方，図表3のフォードについては， GMと同様に，前文の個所の記述量
が毎年減少していっていることが判明する。しかし，恒常ドル情報の記載は
81年に終了している。これは， 82年12月に発表された基準書第70号の 3項に
おいて「米国ドル以外の機能通貨で営業活動の重要部分を測定する企業は，
恒常購買力単位で測定される当事業年度ないし過去事業年度の歴史的原価情
報を開示する必要はない。」と規定されたことに伴って，この基準書の適用を
受けることができたフォードが82年から恒常ドル情報の記載をやめたことに
よるものと思われる。ただこの82年から「一般的インフレーションの影響」
と題して 5年間の要約表に関する説明を追加しているが，それでも全体の単
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図表3 フォードの物価変動会計情報に関する
記述情報の単語数の変化
79年度 80年度
血前文岱恒常ドル綴ヵレント・コスト臨・インフレの影響●脚注
注） 79, 80, 81年度は， 82年度以降との比較ができるように，文章を組み替えて単語
を数えた。
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語数はしだいに減少していっている。
図表4のクライスラーの場合， 79年の単語数は翌年の80年に比ぺて相当に
少ない数となっている。これは79年に「カレント・コスト情報と同様の情報
は，当社の Form10-Kに記載されているので，当社は1980年までカレント
・コスト情報の報告を延期することを選択した。」5)と表明することにより，
カレント・コストに関する記述情報を記載しなかったことによるものであ
る。また，当初より記述量が少なかったこともあり，前文に関する個所は80
年以降ほとんど変化がなかったと言えるであろう。クライスラーの場合，恒
常ドル情報の記載は， GMと同様に83年で終えているのであるが，その影響
はわずかであり他社のようにそれに伴う著しい記述量の減少は84年に起きて
いない。むしろ目だった減少は83年に生じている。これは，後述するけれど
も，原価基準との利益の差異やその原因に関する記述が， 82年で終えている
ことが原因となっている。
単位・千
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図表4 クライスラーの物価変動会計情報に関する
記述情報の単語数の変化
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注）クライスラーの場合，文章の区分を行っていないけれども，他社との単語数の比
較を行うために，この図表では区分を行っている。
5) Chrysler Corporation, op. cit., p. 26. 
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このように，単語数の減少をもたらした原因の一つは，恒常ドル情報の記
述が，基準の改訂により，記載の必要がなくなったことによる。したがって，
この減少は当然のことと言えるのであるが， しかし一方では，前文の個所が
毎年減少していっていることが判明した。とりわけ，はじめの頃に記述量の
多い企業ほど減少の度合いが高く，最終の85年にはほぼ3社とも同じ程度の
文書量になっていることが判明するのである。
皿恒常ドル基準及びカレント・コスト基準への
修正方法等に関する記述情報について
1. 基準書第3号の記述情報に関する規定
自動車会社3社の物価変動会計情報に関するヨリ具体的な記述内容を検討
する前に，基準書第33号で要求している注記事項等6)について下記で述べて
おくことにする。
34. 企業は，補足的情報に対する注記として次の事項を開示しなければな
らない。
a. 棚卸資産，有形固定資産，売上原価及び減価償却費，減耗償却費並
びに償却費のカレント・コストを計算するために用いられた情報の主
要な種類
b. (1)歴史的原価／恒常ドルによる減価償却計算とカレント・コストに
よる減価償却計算に用いた資産の減価償却方法，見積耐用年数及び見
積残存価額，並びに(2)基本財務諸表の減価償却計算に用いた方法及び
見積りとの間の相違
6) FASB, Statement of Financial Accounting Standards No. 3, op. cit., pp. 
12-14. 
日本公認会計士協会国際委員会訳『米国FASB財務会計基準書 物価変動会計
他」（同文舘昭和62年6月刊） 14-15頁。
54(130) 第 37巻第 2 号
C. 基本財務諸表で行った所得税費用の調整あるいは配分に関し，補足
的情報計算からの除外
37. 企業は，財務報告書の中で，本基準書に準拠して開示された情報に関
する説明及び企業の状況の下で重要性ある論議を提供しなければなら
ない。
38 .... …略•…••企業は，財務報告書の利用者が，物価変動の企業活動に及
ぽす影響を理解する上で役立つ追加的情報を提供することを推奨される。
このように，基準書第33号の34項aにおいては，補足情報に対する注記と
して，棚卸資産，有形固定資産，売上原価，減価償却費等のカレント・コス
トを計算するために用いられた情報の主要な種類の開示， そして bでは，
恒常ドル基準やカレント・コスト基準による減価償却計算に用いられた償却
方法等と，基本財務諸表の減価償却方法等との相違に関して記載することを
求めている。また C では，カレント・コスト基準に基づく継続的営業活動
からの利益に対する法人所得税として計算しなおしてはいない旨の記載を行
うことを要求しているものである。
これらの34項は，開示することを要求しているものであり， しかも開示す
べき内容を明確にして要求しているものである。 これに対して37項の規定
は，基準書第33号に準拠して開示された情報についての会社側の説明や，会
社をとりまく状況の中でのそれの意義についての検討文章を記載することを
要求したものであり， 38項は，会社の活動に対する物価変動の影響を，財務
報告の利用者が理解できるような追加的情報を記載するよう推奨しているも
のである。 37項は開示を強制しているものであるが， 38項は開示することが
任意とされているものである。しかし，両方ともその内容は34項と比べて明
確なものではなく，したがって，いかなる内容のものが強制で，いかなる内
容のものが任意なのか，明確には線を引くことができないのではないかと思
われるのである。
そこで，これらのことを検討するにあたって，まず，開示すべき内容を明
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図表5 恒常ドル基準及びカレント・コスト基準への修正方法等に関する
記述情報の会社別推移
会社名 I・1s I・80 I'81 I'82 I'83 I'84 I'85 
恒常ドル CPI-Uの使用の GM 
基準 明示 -フ-ォ-ー-ド------
クライスラー
固定資産と減価償 GM 
却費の修正方法 ラ-;_ド-------
クライスラー
売上原価の修正方 GM 
法 . -フ-ォ-ー-ト-. --ー l
‘クライスラー
その他の収益・費 GM 
川項目の修正につ -フ-ォ-ー-ト. ------------
いて クライスラー
カレント 固定資産と減価償 GM 
・コスト 却費の修正方法 ラ―がー ド
----・ —疇~―------
碁準 クライスラー
米国外の固定資殺 GM 
と減価償却費の修 うー；ニ―f------------
正方法 クライスラー
棚卸資産や売上原 G:M 
価の修正方法 ラ―iニ―ド-------------
クライスラー
棚卸資産と減価償 GM 
却累計額控除後の ラ―ぷ平------
固定資産の金額 クライスラー
棚卸資庄と固定資 GM 
産の個別価格増減 ラ―；ニ―ド-------------
に対するインフレ クライスラー-------
の影響梱の算定方
法
5年If]のI減価償却費や売上 -G--M -
要約表 原価以外の項目の フォー ド----
修正方法 クライスラー
基準年度の明示 GM 
-フ-ォ-ー-ド-_____ , 
クライスラー
株主持分の修正方 GM 
法とその金額 -フ-ォ-ー-ト-． -------------
クライスラー
56(132) 第 37 巻 第 2 号
その他
会社名
門芸字~ ~ 冨―
基本財務詰表上の クライスラー
減価償却方法
法人所得税につい GM 
て ~~? 壬空
クライスラー
?
?
??
?
?
?
直エ互：
※ O口△印は，それぞれGM, フォード，クライスラーを示し，各文章が記述情報の本文または明細表の脚注
に記載されていることを示している。また，網掛けは，恒常ドJ叶針襲が要求されている期間を表している。
注 1.単に「消費者物価指数」とのみ記載されている。
2. 棚卸資産，売上原価，固定資産及び減価償却費に関する恒常ドル法，並びにカレント・コスト法への修正
方法に関しては，この両者の方法を明確に区別して記載することをしていない。
3. 1979年度から1984年度までは1967年を基準年度としていたが， 1985年度には1985年が基準年度になってい
る。
確にして要求している34項に関して，自動車会社3社の記述情報について検
討してみることにする。
図表5の「恒常ドル基準及びカレント・コスト基準への修正方法等に関す
る記述情報の会社別推移」は，物価変動会計情報の「重要な会計方針」とで
もいうべき恒常ドルあるいはカレント・コストの算定方法等の記載状況を，
会社別，年度別に比較できるよう作成したものである。〇印がGM,□印が
フォード，△印がクライスラーであり，これらの記号の付いている年度に，
記述情報の本文あるいは明細表の脚注においてこれらの情報が記載されてい
ることを示している。また，網掛けは，恒常ドル情報が要求されていた期間
を表している。
2. カレント・コスト基準について
前述したように，基準書第33号の34項 aは， 棚卸資産，有形固定資産，
売上原価，減価償却費等のカレント・コストを計算するために用いられた情
報の主要な種類の開示を要求しているので，まず有形固定資産と減価償却費
のカレント・コスト基準への修正方法について，図表 5に基づき検討するこ
とにする。なお前述したように，クライスラーは，カレント・コスト情報の
開示を一年延期して80年より開示している。
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有形固定資産と減価償却費のカレント・コスト基準への修正方法について
は， 3社ともすべての年度において記載している。しかしこれを年次報告書
でヨリ詳細に検討してみるならば，会社によって開示の程度に大きな差のあ
ることが判明する。 GMの有形固定資産のカレント・コスト算定方法につい
ては，大変詳細な記載となっている。つまり，機械装置については「選択さ
れた生産者価格指数」， 建物については「マーシャル・バリュエーション・
サービス (MarshallValuation Service) 指数」， そして土地については
「評価額」を使用している旨を開示しており，さらには83年からは米国外の
有形固定資産と減価償却費の測定方法についても記載していることが判明す
る。また，フォードについても， GM程詳しくはないが，土地，建物，機械
設備，特殊工具についてのカレント・コスト算定方法等について記載してい
るし，米国外の固定資産のカレント・コスト算定方法や換算の方法について
は79年より記載している。 このように GMとフォードの 2社は，固定資産
の種類別による記述を行っている。これに対してクライスラーの場合には，
固定資産の種類別に記載することなく，また恒常ドルとカレント・コストと
の区別をすることなく，非常に簡略で，それ故に曖昧な記載となっている。
このように，有形固定資産のカレント・コスト算定方法については，基準に
則り 3社とも記載はしているが，企業によって開示の程度・開示の深さに差
があることが判明するのである。
一方，棚卸資産や売上原価のカレント・コストヘの修正方法については，
GMの場合， 79年からの開示は行われていない。恒常ドル情報の開示が行わ
れなくなった84年から，先入先出法で記帳された売上原価についてのカレン
ト・コストヘの修正方法が開示されている。フォードの場合は，当初の79年
から先入先出法で記帳された売上原価についてのカレント・コストヘの修正
方法を記載しているし，棚卸資産のカレント・コストヘの修正方法について
も記載している。一方，クライスラーの場合は，カレント・コストの開示を
一年間延期しているため， 80年から記載しているが，固定資産の場合と同様
に，恒常ドルとカレント・コストとの区別をすることなく，それ故に曖昧な
58(134) 第 37巻第 2 号
記載となっているように思われる。このように，棚卸資産や売上原価につい
ても，すでに述べた固定資産ほどではないけれども， 開示内容に差がある
し， GMのように記載をしていない年度もあったということが判明するので
ある。
3. 減価償却方法の相違その他について
基準書第33号の34項 bでは，恒常ドル基準やカレント・コスト基準によ
る減価償却方法等と，基本財務諸表の減価償却方法等との相違に関して記載
することを求めている。図表 5の「その他」の個所で示されているように，
これに関連して， 3社ともすべての年度において記載している。 3社とも基
本財務諸表上は，加速償却法を採用しているが，物価変動会計情報の算定に
あたっては，フォードとクライスラーは，基本財務諸表と同一の方法，すな
わち加速償却法を採用しているのに対して， GMの場合は定額法を採ってお
り，基本財務諸表とは異なる方法を用いている。異なる方法を用いてもよい
ことについては基準書で認めているのであるが，異なる方法を用いた場合に
財務報告の利用者に注意を促す意味で，基準書はその旨を開示するように要
求している。しかし，基本財務諸表と物価変動会計情報記載のデータとの間
で数値の比較可能性を欠くという問題が生じることになる。
また， 34項 C では法人所得税に関する記述を要求している。 GMの場合，
79年だけ法人所得税にいかなる修正もなされていない旨の記載を行っている
が， 80年以降は記載していない。フォードの場合は， 79年から85年まですべ
て減価償却費や売上原価に対する修正分を損金算入できない旨の記載を行っ
ている。またクライスラーの場合は， 79年から82年までの間，利益に対する
税金は修正するよう要求されていないと記載している。基準書にはこの情報
を開示すぺき旨の記載があるにも関わらず，フォード以外の 2社はいずれも
その途中で記載することをやめているのである。
またフォードは，先に述べたように， 「米国ドル以外の機能通貨で営業活
動の重要部分を測定する企業」として， 82年度の年次報告書から基準書第70
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号に準拠しているが，この場合70号の19項において「一般物価上昇の影響を
反映させるためのカレント・コスト情報に対する修正が，米国の全都市消費
者のための消費者物価指数 (CPI-U),または機能通貨の一般物価指数のい
ずれに基づいているかを開示しなければならない。」と要請している。 この
ため，フォードは，「棚卸資産と固定資産の個別価格増減に対するインフレの
影響額の算定方法」として全都市消費者物価指数を使用している旨を82年以
降記載している。
このように， FASBが基準書において，開示すべき内容を明確にして要求
しているものについて，それの記載状況を検討してきたのであるが，要求さ
れた内容のすべてを，必ずしも要求された年度のすべてに，そして必ずしも
すべての会社が記載していたわけではなく，しかも開示の程度・深さについ
ても会社によって異なっていたことが判明したと言えるであろう。
4. 恒常ドル基準について
恒常ドルに関する情報は，先に述べたように， 84年11月に発表された基準
書第82号に基づき， 84年の年次報告書から，恒常ドル基準に関する記述情報
が削除されている。したがって，先に述べたフォードの場合を除いて，基本
的には79年から83年まで，この情報が記載されていたことになる。
これまで述べてきたように，カレント・コストの算定方法等に関しては，
基準書においてその旨を注記するよう明確に要求されていたのであるが，恒
常ドルヘの修正方法を記載することは，基準書に明確に示されていない。た
だFASBは37項において，「企業は，財務報告書の中で，本基準書に準拠し
て開示された情報に関する説明及び企業の状況の下で重要性ある論議を提供
しなければならない。」と要求している。恐らくは， 恒常ドル基準への修正
方法や 5年間の要約表に関する記述は，この規定の「本基準書に準拠して開
示された情報に関する説明」であろうと考えられるので，次にこの恒常ドル
基準への修正方法に関してその記載状況を検討することにする。
恒常ドルヘの修正にあたっては全都市消費者物価指数を用いることになっ
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ており（基準書第33号39項），またその数値を 5年間の要約表に記載することに
なっている（同35項d)。記述情報として， 3社とも消費者物価指数の使用に
ついてはGMの85年度を除いてすべての年度で記述している。
しかし，恒常ドル基準による固定資産，減価償却費，並びに売上原価の修
正方法については，要求されていた年度すべてにわたって記載していたのは
フォードだけであり， GMの場合は79年と80年は記載していないし，クライ
スラーの場合も79年は記載していない。
5年間の要約表に記載する必要のある項目”に関する恒常ドルヘの修正方
法については，フォードとクライスラーが触れている。両社とも恒常ドル情
報の記載をやめた翌年，すなわちフォードは82年から，クライスラーは84年
から記載している。これは，単年度分の恒常ドル情報の開示が要求されなく
なり，その修正方法に関する記述が削除されてしまったのに伴い， 5年間の
要約表に記載している恒常ドル情報について，その修正方法を述べておく必
要があったものと思われる。なお， GMはこれに関する記載を行ってはいな
いが，株主持分の修正方法について79年から82年まで触れている。
このように，恒常ドル基準への修正方法に関する記述については，カレン
ト・コストに関する算定方法などと同様に，会社によって開示の程度に差は
あるものの，なんらかの記載が行われている。しかし，減価償却費や売上原
価の修正方法に見られるように，はじめの頃には記載していない会社があっ
たり，また 5年間の要約表に見られるように，記載している事項にばらつき
があったり，まったく記載していない年度があったことも判明するのである。
前述したように，恒常ドル情報は， 37項の「本基準書に準拠して開示された
情報に関する説明」であると考えられるのであるが，それの具体的内容が明
示的に規定されていないことから，事項によっては記載を行っていない会社
7)明細表としての「5年間の要約表」に記載する必要のある項目については，基準
書第33号の35項に記載されている。
FASB, Statement of Financial Accounting Standards No. 3, op. cit., p. 13. 
邦訳書 14-15頁。
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があったり，記載を行っていない年度があったりしたのではないかと思われ
るのである。
N. 企業に及ぼす物価変動の影響等に関する記述情報について
企業が株主宛年次報告書の中で物価変動会計情報の記述情報として記載し
た内容は，前述した恒常ドル基準やカレント・コスト基準への修正方法等に
関する記述だけではない。そこには，企業に対するインフレの影響に関する
一般的な記述や基準書の内容に関すること，現行の取得原価主義会計に関す
る目的や限界に関すること，恒常ドル基準の意味に関すること，恒常ドル基
準による利益と原価基準による利益との差異に関すること，カレント・コス
ト基準の意味に関すること，カレント・コスト基準による利益と原価基準に
よる利益との差異に関すること，そしてその他に実効税率に関することや政
府への要望に関すること等も記載されているのである。
図表6の「企業に及ぽす物価変動の影響等に関する記述情報の会社別推
移」は，恒常ドル基準やカレント・コスト基準への修正方法等に関する記述
以外の記述に関する記載状況を，会社別，年度別に比較できるように作成し
たものである。
図表の「企業に対するインフレの影薯に関する一般的記述」とは，いわば
この記述情報の「まえがき」に該当するものであり，一般的には企業に及ぽ
すインフレの影響等に関して述べられている。ここに示されているように，
3社のうちフォードは，インフレの影響に関連して豊富な内容で記載してい
ることが判明する。 3社は，「米国のインフレ率やインフレの企業への影響」
あるいは次の「棚卸資産や固定資産に対するインフレの影響」という内容で
記載しているが，フォードを除く 2社は，この記載を 7年間の半ばでやめて
いることが注目される。
インフレの影響に関する記述の推移についてヨリ詳細に検討するために，
本稿の最後に付けている付録2の「フォード・モーター社株主宛年次報告書
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図表6 企業に及ぼす物価変動の影響等に関する記述情報の会社別推移
会社名 I'85 
企業に対 米国のインフレ率 GM 
するイン 又はインフレの企 -フ-ォ-ー-ト-． 
フレの影 業への影響 -ク-ラ-イ―ース・ ラー
響に関す 棚卸資産や固定資 GM 
る一般的 産に対するインフ -フ-ォ-ー ド
記述 レの影響 -ク-ラ-イ-ス-ラー
経営計画にインフ GM 
レの影響を考慮 -フ-ォ-ー-ト-． 
-ク-ラ-イスラー
インフレに対処す GM 
る会社の努力 すiード
クライスラー lー
基準書に 1データの作成基準 GM 
ついて となる基準書番号 すが—ド
の明示 -ク-ラ-イ-ス-ラー
基準書の目的・内 GM 
容 -フ-ォ・ ドー
-ク-ラ-イ-ス-ラー
添付した明細表の GM 
内容 -フ-ォ-ー ド
クライスラー
取得原価 取得原価主義会計 GM 
主義会計 の目的等 すiード
について クライスラー
取得原価主義会計 GM 
の限界 -フ-ォ-ー-ト-． __ ., ____
クライスラー
加速償却法や GM 
LIFOのもつ意味 -フ-ォ-ー ド
-ク-ラ-イ-ス-ラー
恒常ドル 恒常ドル基準の意 GM 
基準につ 味・目的 -フ-ォ-ー ト． 
いて -ク-ラ-イ-ス-ラー
ドル購買力の低下 GM 
と利益等との関連 -フ-ォ-ー-ト-． 
クライスラー
恒常ドル基準によ GM 
る利益と原価基準 -フ-ォ-ー ド------
による利益との差 クライスラー------異
差異の原因
lGM 
フォー ド----―' 
'クライスラー
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会社名
カレント カレント・コスト GM 
• コスト 基準の意味・目的 -フ-ォ-ー-ト-． 
基準につ クライスラー
いて カレント・コスト GM 
基準と為替相場の -フ-ォ-ー-ト" ． 
影響 -ク-ラ-イ-ス-ラー
カレント・コスト GM 
基準による利益と すがー ド
原価基準による利 クライスラー
益との差異
差異の原因 L GM ---
フォー ド------
クライスラー
取替を仮定するこ GM 
とによる問題 -フ-ォ-ー-ト. 
クライスラー
その他 実効税率について GM 
-フ-ォ-ー-ト-． 
------クライスラー
政府への要望 l GM ____ 
フォー ド・-----クライスラー
※〇□△印は，それぞれGM,フォー ド，クライスラー を示し，各文章が記述情報の本文または明細表の脚注
に記載されていることを示している。また，網掛けは，恒常ドル情報が要求されている期間を表している。
注1.将来の有形固定資産の取替計画については， 1979年度は「株主への手紙」， 1980年度以降は「経営者の討
議と分析」を参照すべきことも述ぺている。
にみる物価変動会計情報の記述情報（要約）の変遷」に基づき，この点を検
討することにする。
フォードは，当初はインフレ率の増大やそれの企業への影響，さらに「経
営計画にあたってはインフレの影響を組み入れている」とか「インフレに対
処するための会社側の努力」について比較的詳しく述べていたのが，このイ
ンフレの会社への影響やインフレに対処する会社の努力に関する記述がしだ
いに修正・削除されていっていることが判明する。 82年以降はごく簡単に
「経営者は，営業活動に対するインフレーションの相当な影響を認識して」お
り，そのために「経営計画にインフレの影響を組み入れている」と述ぺると
ともに加速償却法や後入先出法の必要性にふれるだけとなっている。このよ
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うに会社に対するインフレの影響等に関する具体的な記述が時の経過ととも
に修正・削除されていくことが，前述した記述情報の単語数が減少していっ
た理由の一つであろうと考えられるのである。
図表 6に示されているように，データの作成基準となる基準書に関する記
述については， 3社とも当初より85年まで様々な内容で記載している。基準
書の目的や内容については， GMは他の 2社に比べると詳しく記述してお
り，第33号を引用することにより， 83年までの間， 「一般的購買力の侵食，
企業の業績，営業活動の侵食，そして将来のキャッシュ・フローを，財務デ
ータの読者が評価するのを手助けする」と記載している。 フォードの場合
は， GMに比べると簡潔な記載内容となっており，しかも 79年だけ記載し
ている。そしてその後は基準書番号を明示しているだけとなっている。クラ
イスラーは，基準書番号についても，その内容についても85年まで記載して
いるが，そこには恒常ドル基準の意味やカレント・コスト基準の意味をも含
めて記載している。このように， 3社とも異なる内容や程度で記載している
が，当初，この情報については啓蒙的な内容の記述で詳しく記載していたも
のが， しだいに単なる形式的な・簡略な記述へと変化していったように思わ
れる。これも単語数を減少させた理由の一つであると考えられる。
取得原価主義会計の目的や限界については，主に GMが記載しており，
恒常ドル基準に関して記載していた83年まで別個の区分を設けて比較的詳し
く記載していたが，恒常ドル基準について記述する必要がなくなった年に取
得原価についての記載もやめている。フォードの場合は，取得原価主義に関
する記述は初年度だけとなっている。なお， GMとフォードは，加速償却法
や後入先出法に触れて，これらの方法を用いることの必要性の記述を85年ま
で続けている。
恒常ドル基準ならびにカレント・コスト基準については，一般的には，そ
の意味や目的，原価基準による利益との差異，そしてその差異をもたらした
原因について記載している。ただフォードの場合は，利益が相違する原因に
関する記述をまったく行ってはいないし，クライスラーの場合には，原価基
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準による利益との差異やその原因については82年までの記載にとどまってい
る。
また，フォードの場合は，外国為替相場の変動の影響について79年より85
年まで述べている。これは，フォードが基準書第70号に準拠したことから判
明するように，フォードの営業活動のうち，外国での活動が大きな割合を占
めていることによるものと思われる。
この恒常ドル基準やカレント・コスト基準に関する意味や目的そして原価
基準による利益との差異に関する記述は，前述の修正方法に関する記述と歩
調を合わせて同じ年度に記載されており，一般的にはこれらの情報は，カレ
ント・コストヘの修正方法の場合のように，（差異の原因については別とし
ても）開示すべき事項であると受け取められているように思われる。
そのほかに， GMとフォードは，実効税率に関することやインフレに対す
る政府への要望を記載しているが，クライスラーはこれらについては記載し
ていない。
V. おわりに
これまで物価変動会計情報に関する記述情報の内容に関して米国三大自動
車会社の株主宛年次報告書に基づいて検討してきたが，これらを次にまとめ
てみるとともに問題点を指摘することにする。
さきに，記述情報の単語数が時の経過とともにしだいに減少していってい
ることを指摘した。単語数の減少をもたらした原因の一つとして，恒常ドル
基準に関する記述情報に代表されるように，規定上，開示の必要がなくなっ
たことにより記載しなくなったということが挙げられる。このことによる単
語数の減少は当然のことと言えるであろう。しかし，企業に及ぽすインフレ
の影響や，基準書の内容に関するもの，および取得原価主義会計の限界とい
った内容に関する記述が，！時の経過とともに修正されたり削除されたりして，
単語数を減らしていることも判明した。これは，図表7の対前年比消費者物
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図表7 米国の対前年比消費者物価上昇率
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価上昇率の推移とまるで歩調を合わせたかのように単語数が減少していって
いる。これは，物価が沈静化したために， したがって企業に及ぼすインフレ
の影響の重要性がなくなってきたために， 減少したと言えるのかもしれな
い。しかし，インフレ率は相対的に低くなったかもしれないが，それまでの
時間的経過による累積的影響にはかなりの重要性があるといえるのではな
いだろうか。もちろん3社ともインフレの影響が少なくなってきたことを記
述しているわけではないから，これらの減少の理由は明確ではない。企業の
期間比較を行うとき，この記述情報の修正・削除が何故に行われたのか，気
になるところである。修正・削除した場合になぜそれを行ったのか，その理
由を明示することは，利用者にとって，期間比較の観点から非常に有用であ
ると思われるのである。
カレント・コストヘの修正方法等に関する記述情報については，開示する
旨を基準書において明示的に要求されていた。しかし，要求された年度のす
べてに必ずしもすべての会社が記載していたわけではなく，また開示の程度
についても会社によって異なっていることが判明した。開示が行われなかっ
た理由については明らかにされていないが，相当の理由があったものと思わ
れる。しかし，要求されていても開示をしないのは，大きな問題であると言
米国の物価変動会計に関する記述情報について（明神） (143)67 
わなければならないであろう。正当な理由もなしに開示しないのであれば，
これは単に会社間の比較可能性，ならびに期間比較の面への支障の問題にと
どまらないであろう。基準書において開示を要求している記述項目を開示し
ない理由，あるいは開示をやめた理由は，ぜひ記載される必要のある事項で
あると考えられるのである。
一方，恒常ドルヘの修正方法や 5年間の要約表に関する記述情報について
は，基準書にその項目名があげられてはいないが，基準書第33号37項の「本
基準書に準拠して開示された情報に関する説明」であろうと考えられる。も
しそうであれば，これらの記述情報は記載を必要とすべき事項となる。しか
し，カレント・コスト基準の場合と同様に，要求されていた年度のすべてに
必ずしもすべての会社が記載していたわけではなく，また 5年間の要約表に
関する記述情報のように，記載している事項にばらつきがあることが判明し
たのである。
また，カレント・コスト基準あるいは恒常ドル基準に関する意味や目的，
それらの利益と原価基準による利益との差異，ならびにその差異の原因など
も物価変動会計の記述情報として記載されていた。基準書においては，これ
らの事項に関して記述するようには明示していない。しかし， 37項には「企
業は，財務報告書の中で，本基準書に準拠して開示された情報に関する説明
及び企業の状況の下で重要性ある論議を提供しなければならない。」と規定
されているので，恐らくこれらも，この規定に基づいて記載すべき事項では
ないかと推測される。しかし， FASBが記載を要求したカレント・コスト
への修正方法についてさえも，要求された年度のすべてに必ずしもすべての
会社が記載していたわけではなく， しかも開示の程度・深さについても会社
によって異なっていたことが判明したわけであるから，ましてや記載すべき
かどうか明確でなく，記載を必要とするであろうと推測せざるをえない事項
については，まったく記載しない企業があっても不思議でないのかもしれな
い。また，基準書の38項で「企業は，財務報告書の利用者が，物価変動の企
業活動に及ぽす影響を理解する上で役立つ追加的情報を提供することを推奨
68(144) 第 37巻第 2 号
される。」と規定しているから，これらの事項のいくつかを，この追加的情報
と解釈する企業があるかもしれない。例えば， 「企業に及ぼすインフレの影
響」や「インフレに対処する会社の努力」等は，会社によっては37項の「重
要性ある論議」と捉えるかもしれないし，また38項の「物価変動の企業活動
に及ぼす影響を理解する上で役立つ追加的情報」と捉える企業もあろう。も
し追加的情報と解釈する企業があれば，その企業にとって，これらの事項を
書くか書かないかはまった＜任意と考えてしまうことになる。
このように， 37項と38項のこれら二つの規定の内容は必ずしも明確に区別
できるものではないように思われる。 とりわけ， 「企業の状況の下で重要性
ある論議」の内容が判りにくいものに思われるし，さらには開示の対象とな
る事項の範囲が明確になっていないと思われるのである。会社が規定の内容
をどのように解釈するかによって記述情報の内容が異なるのでは，会社間の
比較可能性に支障が生じると言えるのではないかと思われる。
このように考えてみるならば，基準書において記述情報に関する規定をど
のように定めるか，とりわけ会社間の比較可能性を，そして期間比較可能性
を高めるように配慮した規定を作ることは，非常に重要な問題であると思う
のである。
（本稿は，日本経営分析学会第9回年次大会において自由論題報告として
発表したものに加筆・修正を行ったものである。）
付録 1 ゼネラル。モーターズ社株主宛年次報告書にみる物価変動会計情報の記述情報（要約）の変遷
1979年度
補足情報の次に別個のセクショ
ンとして表示(pp.28,29)
財務データに対するインフレー
ションの衝撃
＊会計専門家によりインフレ会
計が研究されているが、一般的
に同意されたインフレ会計方法
は存在しない。
1980年度
補足情報の次に別個のセクショ
ンとして表示(pp.28,29)
財務データに対するインフレー
ションの衝撃
1981及ぴ1982年度
補足情報の次に別個のセクショ
ンとして表示(pp.28,29)
財務データに対するインフレー
ションの影響
＊会計専門家によりインフレ会 ＊インフレは依然として営業活
悶醤瓢謬含各昇悶］ （修） ］闘霜覧認嘉9芝野麿
は存在しない。
， 
影響を考慮するならば、インフ
＊インフレは、財務データに衝 レによる不利な結果が劇的に表
撃を与える点では意見が一致。 現される。
（削）
I 983年度
補足情報の次に別個のセクショ
ンとして表示(pp.28,29)
財務データに対するインフレー
ションの影響
(145,146)韓，70
（追）は追加、（削）は削除、（修）は修正を示している。
1984年度
補足情報の次に別個のセクショ
ンとして表示(pp.32,33)
財務データに対するインフレー
ションの影響
I I 
1985年度
補足情報の次に別個のセクショ
ンとして表示(p.41)
財務データに対するインフレー
ションの影響
＊インフレは、財務データに衝
撃を与える点では意見が一致。* FASBが財務データに対す
るインフレの影響を報告するた
めの基準書33号を発表し、複数
の方法を要求している。
* FASBが財務データに対す l 
るインフレの影響を報告するた｝
＊添付した明細表は、恒常ドル ＊添付した明細表は、恒常ド）レ （修） ＊添付した明細表は、カレン ＊添付した明細表は、カレン麿翌喜字。号を発表し、複数二巴畠ふ認昇戸｝—{ ？門鴇塁叫戸｝—] t[叫戸によって修正し｝—{且塁竺によって修正し
＊基準書の目的の明示。
＊添付した明細表は、恒常ドル
基準とカレント・コスト基準に
よって修正したものを明示。
＊以下のコメントは「利益」の
額が異なる理由を理解し、デー
タの利用に役立つ。
＊基準書の目的の明示。 ＊基準書の目的の明示。 ＇ ＊基準書の目的の明示。 （削）
＊添付した明細表は、恒常ドル
基準とカレント・コスト基準に
よって修正したものを明示。 ｝ 
＊以下のコメントは「利益」の ｛ ＊以下のコメントは「利益」の ＊以下のコメントは「利益」の
覧］篇濃翌翌里解し、デ―}_9誓胃篇謬翌夏里解し、デ―}_｛，誓胃篇謬翌含9解し、デ―|｝（削）
財務諸表ー歴史的原価基準 財務諸表ー歴史的原価基準 財務諸表ー歴史的原価基準 財務諸表ー歴史的原価基準
翌論品は戸撃を疇す 悶ぶ孟~;撃を直す 9晶贔品は戸撃を輝す 翌直品認9撃をfiHiすl悶尺喜踪塁そる言者］ 1謬悶認翌霊者］ 1霊認認麿丘ごす］口霊認は翌霊者（削）＊現行の会計システムと財務諸 ， ＊現行の会計システムと財務諸 ， ＊現行の会計システムと財務諸 ＊現行の会計システムと財務諸
一般的インフレーションについ
て修正されたデーター恒常ド
ル基準
一般的インフレーションについ
て修正されたデークー恒常ド
ル基準
一般的インフレーションについ
て修正されたデーター恒常ド
ル基準
一般的インフレーションについ
て修正されたデークー恒常ド
ル基準
＊近年ドルの購買力が低下し、 ＊近年ドルの購買力が低下し、 ＊近年ドルの購買力が低下し、
温温°とトル購買力との関l―[：轟踪贔゜とトル購買力との関l―[：繍喜醤°とトル購買力との関］（削）原材料等が将来においても上昇 原材料等が将来においても上昇 原材料等が将来においても上昇
係について記述。 係について記述。 係について記述。
＊歴史的原価は減価償却費を過＿ ＊歴史的原価は減価償却費を過
少表示する旨記述。 ｝ ｛少表示する旨記述。
直）［＊恒常ドルによる減価償却費の （追） ＊加速償却法はこの過少表示を 、算定方法。 ｛中和する旨記述。 1}（削）* LIFOで記載されなかった ＊恒常ドルによる減価償却費の
売上原価の修正方法。 ＼＼‘` 算定方法。
芦腔岱喜玉:用項目は修 1 [ ；i疇．｀；
正されない旨記述。
［ 
＊米国内のインフレの影響を測
定するのにCPI-Uを用いてい
（追） る旨記述。
＊米国外のインフレの影響の測
定方法について記述。
71, 72(147, 148) 
個別価格変動について修正され
たデーターカレント・コスト
個別価格変動について修正され
たデーターカレント・コスト
＊インフレの衝繋を分析するも ＊インフレの衝撃を分析するも
う一つの方法は、カレント・コ う一つの方法は、カレント・コ
は賢？攣予伝の目的。l―l霊聾想瓢の目的。
＊取替計画を反映するものでは ＊取替計画を反映するものでは
ない。 ない。
＊将来の利益に及ぽすコストの ＊将来の利益に及ぽすコストの
衝繋については「株主への手紙」 （修） 衝撃については「財務の概要：謬悶垢猛雷註。的~~聾雷温髯翌i
積の方がより有意義。
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要約 要約
個別価格変動について修正され
たデーターカレント・コスト
要約
個別価格変動について修正され 、
たデーターカレント・コスト I}c削）
要約 （削）
＊添付した明細表の内訳。 ＊添付した明細表の内訳。 ＊添付した明細表の内訳。 （削）
事昇悶はニ・コス｝＿｛＊恒常ドル法とカレント・コス ー~ ＊恒常ドル法とカレント・コス
＊インフレ修花後の利益と実効
ト法の下での利益の意味。 ｝ ｛ 卜法の下での利益の意味。 ｝ 
税率の問題。 ｝（削）
＊経営者は、 LIFOや加速償却 ＊経営者は、 LIFOや加速償却 ＊経営者は、 LIFOや加速償却
雷謳。インフレに対処する}-{誓認は。インフレに対処する 法を用いてインフレに対処する
* FIFOや定額法を用いてい
三必要がある。 I} 
る企業の実効税率は、 LIFOや 、
加速償却法を用いている企業よ｝（削）
りも高い。
＊株主持分を恒常ドル法及びカ
レント・コスト法で修正した場
合の金額とその意味。
］”門誓喜と闘翌盈］ ”予翌評累闘翌盆（削）；戸府への金融•財政政策の要l一胃~—l夏::::三［ー(~□竺三｝一(.,戸府への金融•財政政策の要
明細表の注 明細表の注 明細表の注 明細表の注 明細表の注 明細表の注9り三I~ 言臣翌こ j一！言言亨［三Jtjj言旦~iif~三口
＊棚卸資産と減価償却累計額控 ＊棚卸資産と減価償却累計額控 ＊棚卸資産と減価償却累計額控 レント・コストによる減価償却
曰虞定資産のカレ C l—1~ 色翌霜［誓。定資産のカレノl―l門巳翌誓己資産のカレノll費に近似している。 j 
＊有形固定資産及び減価償却費 ＊有形固定資産及び減価償却費 ＊有形固定資産及び減価償却費
)h . 棚卸資産と減価償却累計額控 ＊棚卸資産と減価償却累計額控 ＊棚卸資産と減価償却累計額控
のカレント・コスト算定方法。 のカレント・コスト算定方法。 のカレント・コスト算定方法。 ｛門巳翌:~誓0定資産のカレン}-{~巳翌,~信。定資産のカレン｝＿｛門色塁9喜畠！定資産のカレン
{I *恒常ドル法とカレント・コス }_J竺L{I*カレント・コスト法の下での
ト法の下での利益の意味。 利益の意味。 I} 
{I *経営者は、 LIFOや加速償却 ＊経営者は、 LIFOや加速償却麿認は。インフレに対処する｝一~ 麟悶ば。インフレに対処する｝
{ *カレント・コスト法の下での
利益の意味。
＊経営者は、 LIFOや加速償却
法を用いてインフレに対処する
必要がある。
付録 2 フォード。モーター社株主宛年次報告書にみる物価変動会計情報の記述情報（要約）の変遷
1979年度
別個のセクションとして表示
(pp.34-36) 
1980年度
補足的開示の次に別個のセクシ
ョンとして表示(pp.34,35)
1981年度
補足的開示の次に別個のセクシ
ョンとして表示(pp.36,37)
1982年度
補足的開示の次に別個のセクシ
ョンとして表示(pp.38,39)
(149,150)73,74 
（追）は追加、（削）は削除、（修）は修正を示している。
1983及ぴ1984年度
補足的開示の次に別個のセクシ
ョンとして表示(pp.38,39)
1985年度
補足的開示の次に別個のセクシ
ョンとして表示(pp.38,39)
補足的インフレーションデータ 補足的インフレーションデータ 補足的インフレーションデータ 1補足的インフレーションデータ I I補足的インフレーションデータ I I補足的インフレーションデータ
（修）言賃三~I言二iJ~i~iiii~三,71詈旦，；：；i二；: ここ;I即反映させると力できる＊米国のインフレ率が増大。 --*インフレ率の増大と米国自動 （修） ＊インフレ率の増大と米国自動 、車産業への影弊。 ｝ーー→｛車産業への影蓉。 ｝（肖り）＊現行の会計方法はインフレの｝ ｛ 影牌を測定しない。とりわけ固 （削） ｛ ＊経営者は経営計画にインフレ ＊経営者は経営計画にインフレ定資産については重要。 の影秤を組み入れている。 の影牌を組み入れている。 の影響を組み入れている。 の影孵を組み入れている。 の影稗を組み入れている。（修） ｛＊加速償却法や LIFOはイ"I―! . 加速償却法や LIFOはイノl―I. 加速償却法やLIFOはイ,I— I . 加速償却法やLIFOはイノ｝一 ＊加速償却法やLIFOはイノ* LIFOを用いることでイン｝フレの影響をある程度まで反映 フレの影響をある程度は経営成 フレの影響をある程度は経営成 フレの影響をある程度は経営成 ， フレの影響をある程度は経営成
ト法による利益は、報告利益よ
り少ない。 I <修）
＊現行税法の下での利益への課
税は企業の成長を支える利益のIY ¥/I補足的インフレーション・デー 補足的インフレーション・デー 補足的インフレーション・デー
額を減少させる。この影響は、 夕に関する注記 I I夕に関する注記 I / I夕に関する注記
明細表において実効税率として
表示されている。
＊基準書の意図とそこに含まれ 、，（削）
注A.インフレーション会計方
法
る技術的仮定の問題。 ｝ 叫9更覧警ふ。ンフレ｝＇『：叫ばぷ詞靡。拠｝—{叫芦:;-s冨霊。拠
＊インフレに対して政府の首尾
一貫した方針を求める。 ｝ ＼恒常ドル法 注A.恒常ドル法
翌ぶ塩―ション・デー ¥ j聾iこ二：］（削）＊恒常ドル法の意味と修正手段。 ＇ ＊恒常ドル法の意味と修正手段
補足的インフレーション・デー
タに関する注記
フレの影轡をある程度は経営成
補足的インフレーション・デー
タに関する注記
75,76(151,152) 
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付録3 クライスラー社株主宛年次報告書にみる物価変動会計情報の記述情報（要約）の変遷
（追）は追加、（削）は削除、（修）は修正を示している。
1979年度
別個のセクションとして表示
(p.26) 
会計データに対するインフレー
ションの衝撃
* SFAS33の発行とその目的。
＊基準書に従って、一般的イン
フレの影轡と純貨幣的項目の購
買力損益の影表響示について修正し
た純利益を した旨を記述。
＊基準書による修正要求科目。
＊データは消費者物価指数によ
＊り修修正正。額は鑑定価額叉は他のカ
レント価値の測定値を意味して
いない。
＊利益に対する税金は修正され｝
ていない。 • 
＊カレント・コスト情報と載同様
の情報がFormlO-Kに記 さ
れているのでカレント・コスト ， 
情報の記載を延期することを選
択した。
（削）
（追）
1980年度 1981年度
「財政状態と経営成績に関する 「経営者の討議と分析」の中で
経営者の討議と分析」の中で表 表示(pp.27,28)
示(pp.28,29)
インフレーションの衝撃 インフレーションの衝華
＊売上原価はインフレによって ＊売上原価はインフレによって
不利な影響を及ぼされた。
不利な影響を及ぽづ・さコくれス恒たト常。法* SFAS33に基づく恒常ドル * SFAS33に基 ドル
法及びカレント・コスト法によ 法及びカレント によ
る純損失と歴史的原価による純 ， る純損失と歴史的原価による純
損失との比較。 損失との比較。
＊上記の差異の原因。 ＊上記の差異の原因。
＊長期借入金を返済することに ＊長期借入金を返済することに
よって高騰する原価の影響を幾 よって高騰する原価の影響を幾
分相殺することができる。 分相殺することができる。
＊数値データの記載場所の明示。 * SFAS33は、恒常ドル法とカ* SFAS33は、恒常ドル法とカ レント・コスト法の二つのアプ
レント・コスト法の二つのアプ ローチから成っている旨を明
1 ローチから成っている旨を明
ホ＊o一般的インフレと個別価格変ホ。
＊一般的インフレと個別価格変 動損益と計に算よる純重利要益な影へ響の影響は、動とによる純利益への影響は、 に を与える
損益計算に重要な影轡を与える 棚卸資産と固定測資定産さを修正する
棚卸資産と固定資産を修正する ことによって れる。
ことによって測定される。 ＊棚卸資産と売上原価の修正方
＊棚卸資産と売上原価の修正方
法＊。固定資産と減価償却費の修正法。
＊固定資産と減価償却費の修正 方法。
方法。 ＊その他の項目についての修正
＊その他の項目についての修正 の要否について。
の要否について。 ＊利益に対する税金は修正され
{ *利益に対する税金は修正され ていない。
ていない。 ＊数値データの記載場所の明示。
明細表の注 明細表の注
＊棚卸資産及び減価償却累計額 控＊棚除卸後資の産有及形び減価償却累計額
控除後の有形固定資産のカレン
I 固定資産のカレン
ト・コスト額の明示。これらの ト・コスト額の明示。これらの
額は、鑑定評価額叉はその他の 額は、鑑定評価額叉はその他の
市場価格の測定によるものでは l市謝面格の測定によるものでは
ない。 ない。
-
1982年度
財務諸表の注記として表示(pp.
28,29) 
注20ー インフレーション会計
（非監査）
＊売上原価はインフレによって
不利な影響を及基ぼづさくれ恒た常。* SFAS33に ドル
法及びカレント・コスト法によ
る純損失と歴史的原価による純
損失との比差較異。c 
＊上記の 異の原済因。す
＊長期借入金を返 ることに
よって高騰する原価の影蓉を幾
分相殺することができる。* SFAS33は、恒常ドル法と力｝
レント・コスト法の二つのアプ
ローチから成っている旨を明示。
＊一般的インフレと個別価格変
損動益と計に算よる純重利要益への影響は、
に な影響を与える
棚卸資産と固定資産を修正する
ことによって測定される。
＊棚卸資産と売上原価の修正方
法。
＊固定資産と減価償却費の修正
方法。
＊その他の項目についての修正
の要否について。
＊利益に対する税金は修正され｝
ていない。
＊数値データの記載場所の明示。ー
n月加工ro;ふ ＼ I 
＊棚卸資産及び減価償却累計額
控除後の有卜形額固定資産のカレン
ト・コス の明示。これらの
額は、鑑定評価額叉はその他の
市場価格の測定によるものでは
ない。
（追）｛
（削）
? ?
?
??
（削）
|口
1983年度
財務諸表の注記として表示(pp.
oeへ6)
注17ー インフレーション会計
（非監査）
＊財務諸表は、ドルの購買力変｝
動の影響を反映していない。
* SFAS33 (その後の改定分を
含む）は、恒常ドル法とカレン
ト・コスト法の二つのアプロー
チから成っている旨を明示。
＊一般的インフレと個別価格変
動とによる純重利要益への影響は、
損益計算に な影響を与える
棚卸資産と固定資産を修正する
ことによって測定される。
＊棚卸資産と売上原価の修正方｝
法。
＊固定資産と減価償却費の修正｝
方法。
＊その他の項目についての修正
の要否について。
＊数値データの記載場所の明示。＼
明細表の注
＊棚卸資産及び減価償却累計額
控除後の有卜形額固定資産のカレン
ト・コス の明示。これらの
額は、鑑定評価額叉はその他の
市場価格の測定によるものでは
ない。
（修）， 
1984及ぴ1985年度
財務諸表の注記として表示(pp.
36,37) 
注16ー インフレーション会計
（非監査）
｛ ＊財務諸表は、物価変動の影弊
を完全には反映していない。
* SFAS33(その後の改定分を
含物価む）変は動 カレント・コスト法で
の問題にアプローチし
ている旨を明示。
＊個別価格変動による純利益ヘ
響の影を与響は、損益計算に重要な影
える棚卸資産と固定資産
を修正することによって測定さ
れる。* LIFOで評価された売上原
価はほぼカレント・コストを反
映している。* FIFOで評価された売上原
価はカレント・コストに修正さ
れた。l*｛ 固定資産と減U 輝の修正方法。
＊その他の項目についての修正
の要否について。
＊一般的インフレの影弊は
CPI-Uを用いて測定される。
. *数値データの記載場所の明示。
明細表の注
＊棚卸後資の産有及形び減価償却累計額
控除 固定資産のカレン
ト・コスト額の明示。これらの
額は、鑑定評価額叉はその他の
市場価格の測定によるものでは
ない。
注）'85年度は、注17(pp.44,45)に記
載されている。
